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2-16 首都圏の考古遺跡における液状化痕跡データの収集並びにデータベース

化 

東京大学地震研究所 
 
首都直下ではフィリピン海スラブが太平洋スラブと接する特殊な条件下にあり、さまざま

な震源によって被害地震が発生してきた。将来発生する被害地震をよりよく理解するため

には歴史記録のみならず、考古遺跡にもその範囲を広げ発生した大規模な地震についての

記録を整えておくことが重要である。考古遺跡におおける液状化等の古地震に関する研究

は、堀口ほか（1985など）や寒川（1990など）の研究があり、また、埋文関係救援連絡会
議・埋蔵文化財研究会（1996）によって日本全国の情報が取りまとめられている。しかし、
埋文関係救援連絡会議・埋蔵文化財研究会（1996）以降、多くの発掘調査が行われている
にも関わらず首都圏を網羅した地震痕跡の情報は整理されていない。こうした背景を踏ま

えて、考古遺跡における液状化痕跡に関する情報の収集およびデータベースの作成を平成

21 年度から開始した。平成 21 年度から 23 年度までに首都圏（東京都、神奈川県、千葉県、

埼玉県、群馬県、栃木県、茨城県、山梨県）における考古遺跡資料を整理し、液状化痕に

ついてのデータベースの構築を行う。 

 
1．平成 21年度の成果 
（1）情報収集およびデータベースの作成 
平成 21年度に対象とした地域は、埼玉県、群馬県、栃木県の 3県で、液状化を起こしや
すいと判断される沖積低地、特に利根川流域に着目して情報を収集した。収集した報告書

は埼玉県、群馬県、栃木県でそれぞれ 563 編、561 編、206 編で、そこから液状化等の地
震痕跡が確認されたものはそれぞれ 62編、32編、2編である。これらの中で液状化等地震
の痕跡の認められる遺跡の名称、位置、液状化の発生年代を整理し、調査票（図 1）と文献
（報告書）リスト（表 1）を作成した。それらを基に、遺跡 ID、遺跡名、所在地（緯度・
経度：世界測地系）、地震痕跡の有無、地震痕跡の種類、噴砂の規模、被覆層および被貫入

層の種類および時代とその根拠、噴砂の主方向、幅および粒径、時代分類などを整理した

「液状化痕跡データ一覧表」（表 2および 3）を作成した。 
液状化データ一覧表を基に、GIS（地理情報システム）を用いて液状化データベースの試
作版を作成した（図 2）。作成したデータベースには、考古遺跡のポイントデータに一覧表
のデータを付加するとともに、既存の活断層線や地形情報を合わせて作成した。 

 
（2）収集した情報にみられる液状化痕跡と古地震イベントとの関係 
噴砂は複数の層準にみられ、中でも遺構、遺物およびテフラ等の編年から、9世紀に生じ
たと考えられている地震の痕跡が数多くの遺跡から報告されている（図 3 の黄丸、平安時
代前後を示す地点）。これらは、歴史記録との対比により、多くの報告書の中で 818年もし
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くは 878 年に生じた歴史地震による痕跡と考えられている。これらの分布範囲をみると、
埼玉県深谷市から群馬県前橋市にかけて、利根川流域の低地沿いに集中する（図 3）。 
 
2．平成 22年度および 23年度の実施計画 
平成 22年度：東京都・千葉県・神奈川県の考古発掘資料を収集・整理する。また、平成

21年度に実施した埼玉県・群馬県・栃木県については、情報を追加する。 
平成 23 年度：茨城県・山梨県の考古発掘資料を収集・整理する。また、平成 21 年度お
よび 22年度に実施した埼玉県・群馬県・栃木県・東京都・千葉県・神奈川県については情
報を追加する。さらに蓄積してきた 1都 7県の情報をとりまとめ、データベース化を行う。 

 
 

 

図 1 調査票 
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図 2 液状化痕跡データベース（試案） 
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図 3 地震痕跡の確認地点 

○の色は遺構やテフラ等の編年からその痕跡を形成した地震の発生年代を示す。活断層は中田・今泉編

（2002）「活断層詳細デジタルマップ」による。地形図は国土地理院発行 20分の 1地形図を使用。
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表 1 報告書一覧表（一部） 
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表 2 液状化データベースの項目テーブル 
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表 3 液状化痕跡データ一覧表（一部） 

 


